
（様式第１号） 

みなと SDGs パートナー 登録申請書 

 

２０２２年１２月１日 

 

国土交通省港湾局長 殿 

 

みなとＳＤＧｓパートナー登録制度実施要綱第４条第１項に基づき、下記のとおり登録を申請します。 

 

１．概要 

企 業 ・ 団 体 名 名港海運株式会社 

所 在 地 〒455-8650 愛知県名古屋市港区入船二丁目４番６号 

代 表 者 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 髙橋 広 

担 当 者 連 絡 先 
電 話：０５２－６６１－８２４４ 

メール：yoshinori.kuwayama@meiko-trans.co.jp 

ウ ェ ブ サ イ ト Ｕ Ｒ Ｌ https://www.meiko-trans.co.jp/ 

 

２．港湾関係企業等としての事業の概要 

名古屋港における港湾運送事業を中心とした総合物流企業として、名古屋港トップクラスの倉庫保管ス

ペースと輸送能力を有し、豊富な貨物取り扱い実績を誇ります。また、営業網は東京支店をはじめ北海

道から九州におよび、海外ではアメリカ、ヨーロッパ、アジアを中心とした国際ネットワークを張り巡

らし、地球規模での物流サービスを展開しております。 

 

 

 

３側面 SDGs 達成に向けた重点的な取組 2030 年に向けた指標 

✓環境 

☐社会 

☐経済 

・気候変動への具体的な取組み 

・脱炭素社会実現に向けた対応 

・物流拠点の照明設備完全 LED 化 

・物流拠点や事業所の一層の省エネ促進 

・荷役機器や社用車の CO2 低排出化の推進 

✓2010 年 33% から 2022 年 62% まで向上 

✓2030 年に向け、燃料転換も含め指標検討 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

・働き方改革から働きがい改革へ 

・従業員の労働生産性の向上 

・事業を通じた経済への貢献 

・従業員のライフワークバランス実現 

・多様な働き手が参画できる事業環境の構築 

・業務の ICT 化による省力化と省人化の推進 

 ✓ICT 推進のための習熟度別研修実施 

☐環境 

✓社会 

☐経済 

・事業継続の社内体制構築 

・企業、組織レジリエンスの強化 

・地域社会への貢献 

・実践的な BCP 体制の構築と継続的発展 

 ✓年１回全拠点参画の防災訓練の実施 

・港湾における地域防災活動への積極参加 

（次項へ続く） 



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

1
【差別の禁止】
・性別、年齢、障がい、国籍、出身などによる差別を防ぐ教育体制や相談体制を整
備し、差別がないことを確認している

・当社行動規範にて、「私たちは、一人ひとりの人格と
価値観を尊重し、あらゆる差別の根絶に努めます」と規
定している
・多様な働き手が参画できる事業環境の構築を図って
いる

5.1
5.2
5.5

8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

16.1
16.2
16.7

17

2
【ハラスメント禁止】
・セクハラ、マタハラ、パワハラ等のハラスメントを防ぐ、ルール・教育・相談体
制を整備している

・当社行動指針「健全な職場作り」にて、「人権を尊重
し、いかなる差別やセクシャルハラスメントもない職場に
し、個人のプライバシーを保護・尊重します」と規定して
いる。その実現に向けた社内研修を、従業員の職階に
応じ実施している
・より良い職場をつくるための、「アンコンシャス・バイア
ス」の考え方を社内に展開。部署、物流拠点、事業所
毎での話合い活動を開始している
・公益通報者保護法の整備を行い、対象者への不利
益な取扱いが為されない様、社内への周知を図ってい
る

5.1
5.2
5.5

8.5
8.8

16.1

3
【労働時間】
・過度な長時間労働の防止に取り組んでいる

・時間外勤務の上限規制や有休の取得状況を就業管
理システムで全社的に一元管理している
・業務PCの利用時間を制限することで長時間労働の
抑制をするとともに、全従業員に対し業務生産性向上
への取組み検討を促している
・RPAを導入し単純作業の自動化、業務効率化を促進
している
・全社統制監査にて職場環境や長時間労働について
各部、物流拠点、事業所毎にヒヤリングを実施している

8.5
8.8

4
【外国人労働者】
・外国人労働者に対する差別、人権侵害がないことを確認している

・当社海外現法においても、国内と同様差別や人権侵
害の防止に努めている

4.4
8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

5
【労働安全衛生】
・作業中の事故等を防ぐため、安全で衛生的な労働環境の整備に取り組んでいる

・安全作業委員会を設置し、計画的に活動を行ってい
る
・全従業員に「安全・衛生マニュアル」を配布している
・物流拠点では、毎日の朝礼で作業事故防止の注意
喚起を図っている

3 8

6
【メンタルヘルス】
・労働者のメンタルヘルスを良好に維持できるように対策に取り組んでいる

・全従業員に対し年に1回ストレスチェックを実施してい
る
・外部機関によるメンタル・健康相談サービスを設け、
全従業員に周知している
・本社内にリフレッシュエリアを設置し、従業員の休息が
とれる環境に配慮している

3
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7
【ダイバーシティ経営】
・多様な人材（女性、外国人、障がい者、高齢者等）が、十分に活躍できる環境の
整備に取り組んでいる

・育休者向け復職支援プログラムにより、育休者が安
心して職場復帰できる取り組みをしている
・多様な働き手が参画できる職場環境の構築を図って
いる

5.1
5.5

8.5
10.2
10.3

8
【人材育成】
・適切な能力開発、教育訓練の機会を従業員に提供している

・職階別の集合研修や少数選抜型研修など、幅広い
社内研修を実施している
・DX推進のために、デジタル人材育成研修を開始した
・社外研修も積極的な受講を奨励している
・資格取得への費用補助や資格手当、合格祝金など
手厚い制度で従業員の自己啓発を奨励している
・動画教材導入等により、全従業員に対し一律のICT
ツール教育機会を創出している
・当社事業に必要不可欠となる保税教育を、「蔵小屋」
としてプログラム化し実施している

4 5.5 8 9.1

9
【公正な待遇】
・雇用形態に関わらず、同一労働同一賃金等の原則に沿って対応している

・職階制度と給与規定を整備し公正に処遇している 5.5 8.5
10.2
10.3

10
【健康経営】
・従業員への健康投資による生産性の向上等に取り組んでいる

・就業時間内は禁煙とし、従業員の健康と生産性向上
に取り組んでいる
・喫煙習慣のある従業員に対し、禁煙外来費補助や達
成時報奨金制度を整備し、禁煙を強く推進している
・本社や多くの物流拠点と事業所にて、和やかな職場
環境を創出するBGMを流している

3 8

11
【３Ｒの推進】
・事業活動等から発生する廃棄物の管理及び処理を適切に行う等、３Ｒ（リデュー
ス、リユース、リサイクル）の推進に取り組んでいる

・業務のICT化を推進し、ペーパーレス化を促進してい
る
・再生タイヤの利用を推進している
・フレコンバッグ、パレットの再利用を推進している
・ゴミの選別を徹底し、リサイクルを推進している

11.6
12.4
12.5

13.1
14.1
14.2

12
【エネルギー】
・自社のエネルギー使用量を把握し、エネルギー利用の効率化を進めている

・本社フロアや物流拠点、事業所毎にガス電気水道そ
れぞれの使用量を算出、クオーター毎に増減の分析を
行っている
・照明のLED化を推進し、節電に努めている
・本社フロア事務所内の空調管理を適切に行っている
・電力デマンド監視装置を設置し、電力量の監視による
節電を実施している

7.3 　 13.1

13
【温室効果ガス】
・自社の温室効果ガス排出量を把握し、排出量の削減を進めている

・電力使用量を可視化し、削減に努めている
・代替フロン化等、空調施設の更新を推進している
・荷役機器の電動化、照明のLED化を推進している

7.2
7.3

12.4 13.1

14
【有害化学物質】
・法令等で規制されている有害化学物質を把握し、使用量の抑制及び適切な使用に
取り組んでいる

・使用中の低濃度PCB含有電気機器を適正に管理し、
廃棄処分期限内での更新を計画している

3.9 6.3 11.6 12.4

環
境
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15
【生物多様性】
・自社活動が生物多様性や生態系に悪影響を及ぼさないよう配慮している

16
【水の管理】
・水資源の利用状況を適切に管理し、利用効率の改善に取り組んでいる

17
【環境マネジメントシステム】
・ISO14001、または同等の環境マネジメント規格を取得している

・ISO14001の認証を取得している 7 12 13.3

18
【環境情報開示】
・環境の取り組みに関する情報を正しく開示している

・HP上で当社の取組み内容を公開している 12.6

19
【再生可能エネルギーの利用】
・再生可能エネルギーの利用に取り組んでいる

・物流拠点、事業所の屋根にパネルを設置し、太陽光
発電を行っている

7.2 13

20
【天然資源の持続的利用】
・天然資源の持続的利用に配慮した調達に取り組んでいる

・輸送車両へのバイオマス燃料の試験的導入を行って
いる。ただしメーカーの保証は課題となる

12.2

21
【製品・サービスの安全性】
・製品・サービスの安全性を確保するための仕組みを構築している

・一部部署においてISO9001を取得している
・物流拠点や事業所毎に作業手順書の整備を行って
いる

8.2 12.7

22
【品質保証】
・品質のよいモノやサービスを提供するための仕組みを構築している

・物流拠点や事業所毎に、品質、安全、生産性に関す
る改善活動に日々取組んでいる
・定期的に業務監査を実施している

9

23
【環境配慮】
・環境に配慮した製品の開発・設計に取り組んでいる

・輸送車両から排出されるCO2削減に向け、ステークホ
ルダーとともに輸送車両のラウンド輸送やモーダルシフ
トに取組んでいる

12 13 14 15

24
【社会課題解決】
・社会課題を解決する製品・サービスの開発・展開に取り組んでいる

・物流拠点や事業所では、トラックバース予約システム
導入や入出荷作業に関する改善推進を図り、輸送車
両の待機時間を削減し2024年問題に向け貢献してい
る

8

25
【地域への配慮】
・自社事業が地域に与える影響を把握し適切に対応している

・交通安全や消防等の地域公職を務めることにより、地
域の生活安全に貢献している
・名古屋港BCP、経済団体の防災部会等に参加し、地
域防災力の向上に貢献している

9 11 12 17

製
品
･
サ
ー
ビ
ス

社
会
貢
献
・
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26
【社会貢献活動】
・寄付、ボランティアなど社会貢献活動に積極的に取り組んでいる

・共同募金、地元イベントへの協賛により、地域社会の
活動に貢献している
・食堂の利用料金の一部を、食に関するNPO法人に寄
付し、困窮されている方の生活支援を通じて、社会全
体の利益の増進に寄与している

1 2 3 4 11 14 15  17

27
【地域資源】
・地域資源を積極的に利用（地消地産、地産外商）している

・名古屋港利用促進協議会の活動を通じて、名古屋
港の振興と発展に寄与している

8 11  17

28
【内部管理体制】
・SDGｓの達成に向けた経営理念及び経営目標を社内で共有している

・社内でSDGs貢献に向けた専門検討会を組織し、施
策の検討や社員への啓蒙、周知を行っている
・事業を通じSDGsに貢献する実践的なマテリアリティ選
定を行っている

8 9 17

29
【法令遵守】
・反社会的勢力の排除、汚職や贈収賄、不正競争行為の防止など法令遵守の考えが
社内に浸透し、法令を確実に遵守する体制・仕組みを構築している

・内部統制室を設置し、コーポレートガバナンスの徹底
を図っている
・管理部門各部により企業統治の強化、社内外におけ
る企業活動上の不正の徹底排除に努めている

16

30
【組織体制】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対応する担当、専門部署などの体制を整備
している

・内部統制室で統括して実践している 16

31
【ステークホルダーとの対話】
・ステークホルダー（※）との対話により、自社の活動がステークホルダーに及ぼす
影響を把握し、適切に対応している（※利害関係者：消費者、投資家等及び社会全体）

・ステークホルダーを①顧客、②ベンダー、③従業員、
④株主や投資家、⑤地域社会と捉え、それぞれからの
情報収集に関係する各部署において積極的に取組ん
でいる
・自社の活動は決算報告書で適宜公開している

16 17

32
【リスクマネジメント】
・法令遵守、環境安全衛生、労働環境などに関するリスクを特定、評価し、マネジ
メントするプロセスを整備している

・全てのマネジメントシステムにPDCAサイクルによる継
続的改善に取り組んでいる

9 16

33
【社会的責任】
・ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）の考えに基づき
企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対して、責任を持った対応に取り組んでいる

・当社のあるべき将来像を意識したCSR方針やサステ
ナビリティ方針の策定を検討している

9 16  

34
【事業継続】
・事故や災害などの発生における事業継続計画を立案している

・事業継続には特に力を入れ、全社防災訓練、従業員
の安否確認システムの導入、BCPマニュアルの策定を
図っている
・複数データセンターへシステム基盤を分散配置するこ
とにより有事の際の耐障害性向上を図っている

9 11 13.1 16

35
【事業承継】
・事業承継に関する検討・対策を行っている

地
域
貢
献

組
織
体
制
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上記以外で設定した取組項目

具体的な取組 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

従業員の家族が職場を見学できるファミリー
デーを実施している

4 8 17
お互いに大切な家族がいることを意識し、尊重しあえる職場環境づくりを通じて、ライ
フワークバランスを実現する

独自に設定したSDGsに資する取組



（様式第４号） 
令和  5 年  12 月  1 日 

 

ＳＤＧｓ達成に向けた取組及び指標の進捗状況報告書 
 

国土交通省港湾局長 殿 
 

所 在 地： 名古屋市港区入船二丁目４番６号 
名 称： 名港海運株式会社 
代 表 者： 代表取締役社長 髙橋 広 
登録年月日： 令和４年 12 月 23 日 

 
  みなとＳＤＧｓパートナー登録制度実施要綱第７条の規定により、下記のとおり進捗状況を報告します。 
 

３側面 
SDGs 達成に向けた重

点的な取組 
2030 年に向けた指標 指標の進捗状況 

✓環境 

☐社会 

☐経済 

・気候変動への具体的

な取組み 

・脱炭素社会実現に向

けた対応 

・物流拠点の照明設備完全 LED 化 

・物流拠点や事業所の一層の省エネ

促進 

・荷役機器や社用車の CO2 低排出化

の推進 

・物流拠点の照明LED化を推進 

・社有車はハイブリッド車へ、

リフトはバッテリー車への

転換を推進 

・モーダルシフトやBDF導入に

取組み 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

 

・働き方改革から働き

がい改革へ 

・従業員の労働生産性

の向上 

・事業を通じた経済へ

の貢献 

 

・従業員のライフワークバランス 

実現 

・多様な働き手が参画できる事業 

環境の構築 

・業務の ICT 化による省力化と省人

化の推進 

・ICT ツール初級者向けのト 

レーニングを実施 

・デジタル人材育成研修を 

実施 

☐環境 

✓社会 

☐経済 

 

・事業継続の社内体制

構築 

・企業、組織レジリエ

ンスの強化 

・地域社会への貢献 

 

・実践的な BCP 体制の構築と継続的

発展 

・港湾における地域防災活動への 

積極参加 

・総合防災訓練を実施 

・総合防災訓練とは別に、緊急

通信訓練および物流拠点で

の消防訓練を実施 

 



（様式第４号） 

令和 6 年 12 月 27 日 

 

ＳＤＧｓ達成に向けた取組及び指標の進捗状況報告書 

 

国土交通省港湾局長 殿 

 

所 在 地： 名古屋市港区入船二丁目４番６号 

名 称： 名港海運株式会社 

代 表 者： 代表取締役社長 髙橋 広 

登録年月日： 令和 4 年 12 月 23 日 

 

  みなとＳＤＧｓパートナー登録制度実施要綱第７条の規定により、下記のとおり進捗状況を報告します。 

 

３側面 
SDGs 達成に向けた 

重点的な取組 
2030 年に向けた指標 指標の進捗状況 

✓環境 

☐社会 

☐経済 

・気候変動への具体

的な取組み  

・脱炭素社会実現に

向けた対応 

・物流拠点の照明設備 

完全 LED 化 

・荷役機器や社用車の

CO2 低排出化の推進 

・物流拠点や事業所の 

一層の省エネ促進 

・社有車はハイブリッド車へ、リフトは 

バッテリー車への転換をそれぞれ継続推進。 

・モーダルシフトは、長野県から熊本県および

北海道へのトラック輸送合計 750 台分を 

フェリー輸送に転換し、CO2 排出量を削減 

するとともに 2024 年問題にも貢献した。 

・物流拠点における資材リサイクル活動に 

取組み。 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

・働き方改革から 

働きがい改革へ  

・従業員の労働生産

性の向上  

・事業を通じた経済

への貢献 

・従業員のライフワーク

バランス実現 

・多様な働き手が参画 

できる事業環境の構築 

・業務の ICT 化による 

省力化と省人化の推進 

・業務の ICT 化による省力化、省人化を推進 

するため、ICT ツール初級者向けのトレー 

ニングやデジタル人材育成研修を実施。 

・物流拠点 4 か所にバース予約システムを導

入。車両待機時間および CO2 排出量をそれ 

ぞれ約 80%削減し、また 2024 年問題にも 

貢献した。 

☐環境 

✓社会 

☐経済 

・事業継続の社内 

体制構築  

・企業、組織レジリ

エンスの強化  

・地域社会への貢献 

・実践的な BCP 体制の 

構築と継続的発展 

・港湾における地域防災

活動への積極参加 

・非常時を想定した業務継続訓練として、テレ

ワーク強化月間を 2回実施。 

・総合防災訓練を実施。 

 



（様式第４号） 
令和８年 1 月 30 日 

 

ＳＤＧｓ達成に向けた取組及び指標の進捗状況報告書 
 

国土交通省港湾局長 殿 
 

所 在 地： 名古屋市港区入船二丁目４番６号 
名 称： 名港海運株式会社 
代 表 者： 代表取締役社長 髙橋 広 
登録年月日： 令和 4 年 12 月 23 日 

 
  みなとＳＤＧｓパートナー登録制度実施要綱第７条の規定により、下記のとおり進捗状況を報告します。 
 

３側面 
SDGs 達成に向けた 

重点的な取組 
2030 年に向けた指標 指標の進捗状況 

✓環境 

☐社会 

☐経済 

・気候変動への具体

的な取組み  

・脱炭素社会実現に

向けた対応 

・物流拠点の照明設備 

完全 LED 化 

・荷役機器や社用車の

CO2 低排出化の推進 

・物流拠点や事業所の 

一層の省エネ促進 

・本社地区の社有車に EV車両を導入。 

・モーダルシフトは、長野県から熊本県および

北海道へのトラック輸送合計 750 台分を 

フェリー輸送に転換し、CO2 排出量を削減 

するとともに 2024 年問題にも貢献した。 

・物流拠点における資材リサイクル活動に 

取組み。 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

・働き方改革から 

働きがい改革へ  

・従業員の労働生産

性の向上  

・事業を通じた経済

への貢献 

・従業員のライフワーク

バランス実現 

・多様な働き手が参画 

できる事業環境の構築 

・業務の ICT 化による 

省力化と省人化の推進 

・業務の ICT 化による省力化、省人化を推進 

するため、ICT ツール初級者向けのトレー 

ニングやデジタル人材育成研修を実施。 

・物流拠点に自動搬送機を導入し、業務におけ

る省人化、省力化に貢献した。 

☐環境 

✓社会 

☐経済 

・事業継続の社内 

体制構築  

・企業、組織レジリ

エンスの強化  

・地域社会への貢献 

・実践的な BCP 体制の 

構築と継続的発展 

・港湾における地域防災

活動への積極参加 

・非常時を想定した業務継続訓練として、テレ

ワーク強化月間を 2回実施。 

・CSIRT 体制を構築。 

・総合防災訓練を実施。 

 


